
七会村（ななかいむら）

＜行政組織＞

①議会(H14.3.1 現在)

議長 清水 進喜 副議長 阿久津 尚一

任期 H15.4.29 定数 12 名 現議員数 11 名

党派別 無 11

②三役(H14.3.1 現在)

長 阿久津 藤男 任期 H11.4.30～H15.4.29

助役 富田 孝一 収入役 阿久津 博子

③職員数 （人）

H11 年度 H12 年度 H13 年度
職員数

77 78 77

普通会計 54 一般行政職 44

うち施設関係 10 技能労務職 6

企業職 2職員一人

当たり住民数
33.4

消防職 0

公営事業会計 23 教育職 3

職員構成

(H13.4.1)

合計 77 その他 22

④機構図（H14.3.1 現在）
＜村長＞―＜助役＞―

総務課―庶務係,消防係,企画開発係,財政係,管財係

税務課―賦課係,徴収係

保険福祉課―住民係,福祉年金係,介護保険係,生活環境係

｜ 国保係,衛生係

中央保育所

産業課―農政係,農林係,畜産係,商工観光係

建設課―土木係,水道係,地籍係

診療所―医療係,事務係,給食係

＜収入係＞―

出納室―出納係

＜教育長＞―

事務局―総務係,学校教育係,社会教育係

＜議会＞―

議会事務局

＜行政委員会＞

選挙管理委員会事務局,監査委員事務局,農業委員会事務局

＜概要＞

①沿革

明治 22 年 4 月 1 日 村制施行

②地勢・風土等
七会村は、茨城県の北西に位置し、栃木県境に接する標高 150m の地域にあり周囲

はおおむね300mから400mの山でその山間をぬって道路が村外に通じている。河川

は、3 河川いずれも村の西端を源に発して、那珂川及び涸沼川へ注ぎ、この川に沿っ

て集落・耕地が点在している。

産業は、農林業を中心に発展してきたが、近年労働力の不足・立地条件等により伸

び悩んでいる。こうしたなか、農業の振興と活性化を図る為、平成 14 年度より直売の

拠点となる物産センターを整備し、農林生産物の販路拡大及び食材供給の確保を図

る。また、人口の減少傾向に歯止めをかけるべき定住対策としての村営住宅・分譲住

宅地の整備を計画している。

本村では、今回第 4 次総合計画を策定し、「ひとり一人が支え合う、定住環境に優れ

た自然とふれあいのむらづくり」を将来像に自然と調和し豊かな生活を享受できる村

づくりを目指します。

③人口・世帯数

国勢調査

H2 H7 H12

常住人口

（H14.3.1）

男 1,361 1,298 1,238 1,211

女 1,350 1,323 1,260 1,247
人

口

(人) 合計 2,711 2,621 2,498 2,458

世帯数 650 641 635 648

④有権者数（H13.12.2 現在） ⑤老齢人口割合（H12 国勢調査）

男 女 計 老齢人口割合有権者数

（人） 982 1,032 2,014 26.7％

＜産業・経済＞

①生産・所得（平成 10 年度）

市町村内総生産 75 億円 就業者 1人当たり 7,301 千円

住民所得 46 億円 人口 1 人当たり 1,808 千円

②産業構造 （百万円･人）

区分 総生産額(H10 年度) 就業人口(H12 国調)

第 1 次 373 4.9％ 309 23.64％

第 2 次 2,402 31.7％ 361 27.62％

第 3 次 4,980 65.8％ 636 48.66％

総額・総数 7,571 ― 1,307 ―

③農業・工業・商業 （人･百万円）

農家数 農業就業人口
農業粗生産額
(H11.1.1～H11.12.31)農業

（H12.2.1）
425 525 106（千万円）

事業所数 従業者数
製造品出荷額等
(H11.1.1～H11.12.31)

製造業

(H11.12.31)
4 43 1,370

商店数 従業者数
年間販売額

(H10.4.1～H11.3.31)
卸・小売業

(H11.7.1)
32 66 815

④特産物

やぶきた茶、しいたけ、巨峰

地域指定 一部事務組合加入事業 公営企業<住所>311-4407 西茨城郡七会村徳蔵 637

<Tel> 0296-88-3111 <Fax> 0296-88-3253

<HP> http://www.net-ibaraki.ne.jp/nanakaiy/

<e-mail> nanakaiy@po.net-ibaraki.ne.jp

ロゴマーク

類型 0-1 ｺｰﾄﾞ番号 083232 面積 63.04k ㎡

過疎

山振

特定農山村

火葬場、消防救急、

ごみ処理、し尿処理



<財政状況>

①決算収支 （千円・％）

年度 Ｈ11 決算 H12 決算 増減率

歳 入 2,478,573 2,220,590 -10.4

歳 出 2,423,124 2,166,987 -10.6

形式収支 55,449 53,603 ―

実質収支 51,285 53,551 ―

単年度収支 1,879 2,266 ―

実質単年度収支 1,497 2,388 ―

積立金現在高 1,617,385 1,481,169 -8.4

地方債現在高 2,612,184 2,633,571 0.8

②財源及び支出の状況（構成比） （％）

区分 Ｈ11 決算 H12 決算

一般財源 74.6 69.8

自主財源 33.3 24.1

義務的経費 35.3 40.2

投資的経費 27.1 28.4
③主な歳入・歳出 （百万円・％）

区分
H12

決算
増減率

H13

見込み
増減率

H14

当初予算
増減率

歳 入 2,220 -10.4 2,093 -5.7 2,055 11.1

うち地方税 280 -1.8 256 -8.6 241 -4.0

うち地方交付税 1,064 4.8 987 -7.2 820 -4.7

うち国県支出金 220 -19.2 136 -38.2 109 -6.0

うち地方債 259 20.9 266 2.7 307 174.1

歳 出 2,166 -10.6 2,052 -5.3 2,055 11.1

人件費 533 1.8 545 2.3 557 1.3

扶助費 30 -16.4 34 13.3 38 11.8

公債費 308 -4.3 313 1.6 308 -1.9

う

ち

義

務

的

経

費 計 871 1.9 892 2.4 903 0.6

うち物件費 239 -5.4 292 22.2 271 -0.4

補

助
163 -4.6 158 -3.1 251 829.6うち

普通建設

事業費 単

独
364 -14.6 225 -38.2 196 0.5

④主要指標（平成 12 年度）

区分 指数等

標準財政規模 1,315 百万円

歳出決算倍率 1.6 倍

経常収支比率 88.2 ％

財政力指数（3 ヶ年平均） 0.287

実質収支比率 4.1 ％

公債費比率 12.8 ％

公債費負担比率 19.6 ％

起債制限比率（3 ヶ年平均） 10.9 ％

地方債現在高倍率 2.0 倍

税の徴収率 92.0 ％

財調・減債 173 百万円
積立金現在高

特定目的 1,307 百万円

ラスパイレス指数(H13.4.1) 93.6

⑤市町村税の状況（平成12年度） （千円・％）

区分 調定額 収入額 徴収率
収入額

前年比

60,737 58,972市町村民税

（構成比） （19.9） （21.0）
97.1 -5.5

203,107 194,161固定資産税

（構成比） （66.5） （69.1）
95.6 -0.3

41,491 27,708その他の税

（構成比） （13.6） （9.9）
66.8 -4.1

合計 305,335 280,841 92.0 -1.8

＜公共施設整備状況＞（平成 12 年度）

小学校 2 校 老人福祉施設 1 ヶ所

中学校 1 校 病院・診療所 1 ヶ所

幼稚園 1 園 道路改良率 57.9％

保育所 1 ヶ所 道路舗装率 78.4％

図書館 0 ヶ所 ごみ焼却処理率 34.0％

公営住宅 16 戸 し尿衛生処理率 98.2％

1 人当たり公園面積 6.1 ㎡ 上水道等普及率 42.1％

公民館等 1 ヶ所 排水等処理率 44.6％

体育館 2 ヶ所

プール 1 ヶ所

施設充足率（公私

立幼稚園保育所）
171.6％

＜主要施策等＞

①主要施策実施状況 （百万円）

名称
期

間
内容

概算

事業費

物産センター

整備

H13

～

H15

直売所等施設整備 150

塩子塙地区

公営住宅整備

H13

～

H18

公営住宅整備

15 棟 30 戸
588

塩子塙地区

分譲地整備

H13

～

H16

分譲地整備

7 戸
40

徳蔵地区

簡易水道整備

H13

～

H19

簡易水道整備

394 戸
1,661

②今後の主要課題・特色ある行政等

＜主要課題＞

・徳蔵地区簡易水道

・行政改革

・高度情報化施策の推進

・定住対策

・少子高齢化対策

＜特色ある行政＞

･オフトークによる行政お知らせ等


